
○補助事業の内容および目的・効果

（目　的）

目　　的

（効　果）

・ 効 果

○補助事業の収支状況

7,680 215

出 26 49 9,146 181

8,084

9,376

27 189

10,047

25 298 10,896 370 11,564

24 270 9,497 280

支 23 223 9,795 274

8,084

年　度 事務費 事業費 雑費 計

10,292

予備費

9,376

27 500 7,069 514 1

1 23 11,564

24 1,500 7,207 1,500 6

　「湯の川温泉」のＰＲと観光客誘致のため。

　本市の夏の終わりを飾るイベントとして定着し，観光客誘致に貢献している。

入 26 1,500 6,376 1,500

その他

収 23 1,500 7,118 1,500 0

37 10,250

25 1,500 7,295 2,745

198 10,316

団　体　名 　湯の川温泉花火大会実行委員会

助成の根拠規定等
・函館市補助金等交付規則

(条例・規則・要綱等)

内　　容

  補 助 金 ・ 交 付 金  チ ェ ッ ク シ ー ト（№１）

補 助 金 名
（交付金名）

湯の川温泉花火大会開催補助金
開　始

昭和４８年度
年　度

(単位：千円)

年　度
助　　成　　金

協賛金 後援金 雑収入 繰越金 計
市

　湯の川温泉の泉源場で採湯し，温泉みこしに納め，湯の川温泉街から湯倉神社まで練り
歩き奉納する「献湯みこし」や，松倉川での灯籠流しのほか，花火大会を実施。



○基本的視点の再チェック

※適・不適であっても，説明欄は必ず記載してください。

○財政的視点のチェック

※不適の場合は，説明欄に必ず記載してください。

６
自主財源の確保に努めている
（最低でも前年度の収入を確保している
か）

７ 経常経費の節減に努めているか

４
補助割合は，補助対象経費の１／２以内で
ある

５ 前年度繰越金は生じていないか

２ 補助金等の使途は適切である

３ 積算基準は定められている

　当該補助金は，当該事業の大きな効果を鑑
み，その事業継続を支援するため，政策的な意
図を以て支出していることから積算基準を定め
ていない。

財　政　的　視　点 不適 不適の場合の理由と今後の対応について

１ 積算内訳は，前年踏襲となっていないか

３
自主性（自主自立に向け努力してい
るか）

平成12年度には「函館市まちづくり活動ランク
アップ支援事業」からも補助金を受けるなど，
一定の自助努力が見られる。

４
有効性（他の手法ではなく補助する
ことが，施策目的実現に最適か）

湯の川温泉の全国的な知名度をさらに高めていくた
めには円滑な事業運営が肝要であり，観光客誘致に
係る機運の高まりを削がないためにも，補助金の支
出が最適である。

２
必要性（補助しなければならない事
業であるか）

湯の川温泉エリアのPRと観光客誘致に大きく貢
献しているイベントであり，夏季の誘客のため
に補助は必要不可欠である。

１

公益性
（明確な公益性があるか）

昭和41年から開催され（助成は昭和48年か
ら），夏の終わりを飾るイベントとして市民に
定着している。
※平成24年3月29日にイベント名称を「湯の川
温泉いさり火まつり」から「湯の川温泉花火大
会」に変更。

　①広く市民生活の向上に貢献
  する事業

　②市民ニーズが高い事業

  補 助 金 ・ 交 付 金  チ ェ ッ ク シ ー ト（№２）

補 助 金 名
（交付金名）

湯の川温泉花火大会開催補助金

基　本　的　視　点 適 不適 説　　明



○補助効果の検証
（効果測定方法，具体的な数値等）

（達成状況）

　　　　　　　　　　　　　　※継続事業は，直近の実績　新規事業は，効果のみ記載してください。

（評　価） （理　由）

十分効果をあげている

 一定の効果をあげている

効果が疑問である

その他

○今後の方向性
（見直しの内容）

（見直しの時期）

（廃止の理由） （その他の内容）

（廃止の時期）

○終期の設定

  補 助 金 ・ 交 付 金  チ ェ ッ ク シ ー ト（№３）

補 助 金 名
（交付金名）

湯の川温泉花火大会開催補助金

実行委員会において観客数等をカウントしている。

直近3ヶ年における観客数等は以下のとおり。
  H26年度：関係者400人，観客40,000人
　H25年度：関係者400人，観客38,000人
　H24年度：関係者400人，観客50,000人

旅館数が減少気味である湯の川温泉エリアで同花火大会
を開催することにより，賑わいを創出し，温泉街の活性
化の一助となっている。

終期設定 終期到来により廃止 次回チェック年度(予定)

平成　３０　年度 終期到来時に再検討 平成　３０　年度

現行のまま補助を継続

　今後，補助事業の対象経費を精査するなどし，必要
に応じて補助金額を検討する。

見直したうえで補助を継続

廃止

その他


